










































































































































































































































































































































































































事業計画決定事件（最判平成20年 9 月10日：民集62巻 8 号2029頁）や、有



































































































































く。「 2 項通知と 3 項命令はいずれも土壌汚染状況調査の実施を終局目的とす
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（83）　山本・前掲注（ 5 ）187頁脚注（ 8 ）、海道俊明「違法性承継論の再考（三）」自研90
巻 5 号（2014年）93頁、板垣勝彦『住宅市場と行政法』（第一法規、2017年）276頁以
下、野呂・前掲注（18）33頁以下等参照。







東洋法学　第63巻第 1 号（2019年 7 月）
27
（87）　二項道路一括指定事件（最判平成14年 1 月17日：民集56巻 1 号 1 頁）、労災就学援護
費不支給決定事件（最判平成15年 9 月 4 日：判時1841号89頁）、登録免許税拒否通知事
件（最判平成17年 4 月14日：民集59巻 3 号491頁）、食品衛生法違反通知事件（最判平成
16年 4 月26日：民集58巻 4 号989頁）、病院開設中止勧告事件（最判平成17年 7 月15日：
民集59巻 6 号1661頁）、病院病床数削減勧告事件（最判平成17年10月25日：判時1920号
32頁）、土地区画整理事業計画決定事件（最判平成20年 9 月10日：民集62巻 8 号2029
頁）、保育所廃止条例事件（最判平成21年11月26日：民集63巻 9 号2124頁）、有害物質使
用特定施設廃止通知事件（最判平成24年 2 日 3 日：民集66巻 2 号148頁）。関連して第 4
次厚木基地訴訟（最判平成28年12月 8 日：民集70巻 8 号1833頁）。
（88）　橋本博之『行政判例と仕組み解釈』（弘文堂、2009年）16頁以下等参照。拙稿「処分
性判断における仕組み解釈」法時90巻 8 号（2018年）48頁以下等も参照。
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として、当面は違法性の承継を認める」ことを提案する。
（１１0）　増田稔「判解」最判解説民平成20年度459頁以下参照。
（１１１）　これに対し青栁・前掲注（101）306頁等も参照。
（１１２）　中山雅之「判解」最判解説民平成24年度（上）104頁以下（注 3 ）参照。
（１１3）　拙稿「処分性の拡大と取消訴訟の排他的管轄」洋法57巻 1 号（2013年）51頁以下や、
拙稿「処分性拡大に関する法理」洋法59巻 3 号（2016年）269頁以下等参照。
（１１4）　拙稿「処分性判断における仕組み解釈」法時90巻 8 号（2018年）48頁以下等参照。
（１１5）　前掲注（ 7 ）で紹介した、（A）問題に関する考察結果との関連で分析すれば、さし
あたり違法性の承継が前提とする、先行行為の遮断効の「縮小」とは、先行行為の遮断
効全体のうち、「違法主張遮断効」に当たる部分を否定する（ことにより違法性の承継
に係る主張を可能とする）一方で、「効力覆滅遮断効」に当たる部分についてはさしあ
たり存続させる（ことにより先行行為自体に対する取消訴訟の提起は防ぐ）法理と説明
できようか。
（１１6）　関連して、「単位行政過程」概念を通じた、違法性の承継の判断基準論につき、塩
野・前掲注（64）165頁以下参照。
（１１7）　原田尚彦『訴えの利益』（弘文堂、1973年）89頁以下や、塩野・前掲注（64）154頁
以下等参照。
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